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１．はじめに
イギリスにおけるライフサイクル・コスティング（Life Cycle Costing：以下LCCとい
う）の歴史は、1970年代に産業省が主導したテロテクノロジー（Terotechnology）を起点
とする。その後、1980年代から1990年代にかけては建設産業を対象としたLCCの研究業績
が多く発表され、LCCは建設産業との関わりの中で論じられることが多くみられるように
なった１。2000年前後からはLCCを建設プロジェクト向けにカスタマイズしたホールライ
フ・コスティング（Whole Life Costing：以下WLCという）がLCCに代わって台頭し、
現在ではWLCの研究が盛んに行われている２。
上述したような歴史的展開の中で無視できないのが、1992年にイギリス政府が公共事業
の新しい整備の方法として導入したPrivate Finance Initiative３（以下PFIと略す）である。
PFIを活用して公共事業を行うか否かの重要な判断指標となるのがValue For Money（以
下VFMと略す）である。VEMの計算においてLCCが重要な役割を果たしていることから、
PFIとLCCはきわめて密接な関係にある。
さらにPFIはLCCからWLCへの展開要因の一つであるとも考えられる。イギリスにおい
てPFIが本格的に推進されたのは1997年以降の労働党のブレア政権下であり、一方でイギ
リスの建設産業においてLCCに代わりWLCが台頭してくるのも2000年前後であることか
ら時期的に重なることに加えて、PFIのシステムはWLCがLCCとの相違点の中で強調して
いる点と一致する部分が多いからである。
本稿の目的はLCCおよびWLCと密接な関連があるPFIを取り上げて、PFIはLCCおよび
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WLCに対してどのような影響を与えたかについて文献研究に基づいて考察することであ
る。とりわけ、2000年前後にLCCがWLCへと展開していく過程で、PFIがその展開要因の
一つとなりうる点について考察することが本稿の大きな目的である。
以下本稿では、まずPFIの歴史を簡単にレビューしたうえでPFIの目的とその特徴を明
らかにする。ついで、PFIで重要な役割を果たすVFMの計算構造について事例も交えなが
ら検討する。最後に、PFIとWLCはVFMの計算を介して密接な関係にあり、さらにPFIは
LCCからWLCへの展開要因の一つになりうることについて考察する。
２．Private Finance Initiativeの概要
（1）PFI小史
図表１はPFIの歴史的展開をまとめたものである。イギリスでPFIが導入されたのは
1992年だが、保守党のサッチャー（Margaret Hilda Thatcher）首相（1979～1990年在任）
によって行われた国有企業の民営化政策がその後のPFIの導入に強く影響している。
サッチャー首相が在任した1980年代には公共サービスの提供に民間企業を活用する試み
がすでになされており、1981年に財務省４が主導となり導入された“Ryrie rules”はその
一例である。Ryrie rulesは公共事業に対して民間企業の資金を活用することを目指した
ものであり、公共部門に対してつぎの内容を要求するものである［Boussabaine（2007）,
p.6, Grout（1997）,p.56］。
①公共部門で自ら資金調達する場合と、民間企業の資金を活用する場合とを比較するこ
とを義務付け、もし民間企業の資金を活用した場合の方が効率的であると判断された
場合には、民間企業の資金を活用する。
②民間の資金を活用した場合にはその分だけ公共部門の予算請求から減額しなければな
らない。
Ryrie Rulesは公共事業に民間の資金を活用するという点において斬新な取り組みでは
あったが、上述した①および②は公共が民間の資金を活用するうえでかえって障壁となる
ケースも多く、実際にはほとんど活用されることなく1989年に廃止された。
1991年に保守党のメージャー（Sir John Roy Major）首相は「市民憲章」を制定した。
市民憲章では国民は「顧客」であると位置づけられ、政府および地方自治体が目指すべき
公共サービスの基準を国民に対して明確に示し、顧客が求める公共サービスを確実に提供
することを目指した。一方で、欧州連合（EU）設立へ向けて1992年２月に調印されたマ
ーストリヒト条約では、欧州連合での通貨統合に向けて各国の財政赤字と政府の債務を改
善することが求められた。イギリスも他国と同様に、財政赤字と政府債務の削減をより一
層強化するために公共事業の改善が重要な課題となった［野田（2003）、15-16頁］。
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図表1 PFIの歴史的展開
（出所）Boussabaine, A.（2007）, Cost planning of PFI and PPP building projects, London,
Taylor & Francis, p.7.
こうした背景から1992年11月にメージャー首相はPFIを導入した。1993年にはPFIの推
進を目指してPrivate Finance Panelが設立され、公共部門と民間企業の交流を目指した
が、イギリス政府の思惑とは裏腹にPFIはあまり活用されなかった。そこで、1994年に財
務省は“Universal Testing”と呼ばれる手法を導入した。これは、公共事業を行う際に
は公共部門は民間の資金を活用できるかどうかについての検討を義務付けるものであり、
公共事業おいてPFIの実施について検討することを事実上強制するものである。Universal
Testingには反対意見も多く、結果的に1997年に労働党に政権交代した際に即座に廃止さ
れたが、公共部門がプロジェクトを行う際に民間の資金を確保することを促す形となり、
一定の効果があったといわれている［Boussabaine（2007）,p.8、野田（2003）、17頁］。
1996年には地方自治体でのPFI活用を推進するために4Ps（Public Private Partnerships
Programme）と呼ばれるプログラムを開始した。しかし、このような政府のPFI推進策に
も関わらずPFIの活用件数は伸び悩んだ。
1997年５月に行われたイギリスの総選挙によって政権交代が発生し、労働党のブレア
（Anthony Charles Lynton Blair）党首が首相の座に就くとPFIにもつぎのような変化が
もたらされた［Boussabaine（2007）,p.9］。
・保守党政権下で行われたUniversal TestingとPrivate Finance Panelの廃止
・新たな民間企業対策専門委員会（タスクフォース）を財務省に設置
・従来からのPFIに加えて、PFIの概念を拡張したPPP（Public Private Partnership）
という用語を新たに使う５
労働党政権下ではPFIを推進するために図表１にあるような様々な活動を展開し、政府
関係機関からPFIに関する多くのガイドラインが出されることによって、公共事業の建設
プロジェクトにPFIを活用する手続きが徐々に標準化されていく。
図表２はイギリスにおいてPFIが導入されてから2007年までにPFIを活用した公共事業
の件数と総投資額の推移を示したものである。労働党政権になった1997年以降、PFIの活
用件数および総投資額は確実に増加していることがわかる。2007年までに合計で625の
PFIを活用した公共事業プロジェクトが実施され、その投資額は総額で587億ポンド
（2007年度以降に投資されることが決まっている金額を含む）に上る［HM Treasury
（2008）,p.6］。
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（2）PFIの特徴
イギリスでは財務省が主導となってPFIを導入および推進してきた経緯がある。そこで、
財務省のPFIの定義を参考にしながらPFIの特徴について検討したい。財務省はPFIをつぎ
のように定義している。「PFIは15年から30年におよぶ長期間にわたり公共部門が民間企
業からサービス、とりわけ建物の建設を伴う公共投資に由来するサービスを購入する協定
を指す。」［HM Treasuy（2008）,p.18］
また、財務省はPFIを活用すべき場面についてつぎのように述べている。「公共事業投
資においてValue for Money６がもたらされる場合に限ってPFIの実施が検討されるべきで
ある。」［HM Treasury（2006）,p.7］この記述から明らかなように、財務省はPFIを活用
するか否かの最も重要な判断基準としてVFMを挙げている。なお、VFMについてはつぎ
のような定義がなされている。「Value for Moneyとは最適なホールライフ・コスト７と、
公共サービスの利用者の要求に見合った施設もしくはサービスの品質（あるいは公共サー
ビスの目的との合致の度合い）との最適な組合せである。」［HM Treasury（2006）,p.7］
この定義から、公共サービス利用者の要求を満たしつつ、最適なコスト水準で公共サービ
スを提供することによって初めてVFMがもたらされ、それは納税者に対して価値を与え
ることにつながると理解できる。したがって、VFMを追求することがPFIの最大の目的で
あると考えられる。
財務省はPFIの特徴としてつぎの点を挙げている［HM Treasury（2008）,pp.18-19］。
・公共部門は公共サービスを提供するために公共施設の建設と維持を必要としているこ
とから、PFIプロジェクトでは公共施設の建設段階に続く運営および維持・保全段階
を考慮に入れることが必要とされる。
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図2 イギリスにおけるPFIの推移
（出所）HM Treasury（2008）, Infrastructure procurement: delivering long-term value, HM
Treasury,p.7.
・PFIプロジェクトの遂行という特定の目的のために複数の民間企業から構成される特
別目的会社（Special Purpose Vehicle:SPV）８が結成されて、公共部門とPFIプロジ
ェクトに関する契約を行う。
・SPVが負うべきリスクの多くは下請け会社を通じて他の企業体（entity）に移転され
る。
・SPVは公共部門に代わって公共サービスを提供する対価として公共部門からサービス
料を受け取る。
このような特徴はPFI独自の組織形態に現れる。図表３は伝統的に行われてきた公共事
業の契約形態である。一方で、図表４はPFIで最もよく行われているDBFO（Design-
Build-Finance-Operate）方式による契約形態である。
伝統的な契約形態では公共部門は設計者、建設業者、コンサルタントなどと個別に契約
を結び、報酬を支払ってきた。しかし、この方法ではコスト超過、工事の遅れなどの公共
事業に関わる様々なリスクを伴い、これらのリスクをすべて公共部門が負わなければなら
ない。さらに、公共部門は財政が厳しいケースが多く、公共事業に必要な資金を集めるこ
とができなかったり、借入金の増大による金利負担が重くのしかかる場合もありうる
［Boussabaine（2007）,p.52］。
そこで、伝統的な契約方法に代わって公共部門は公共事業の構想および設計段階まで関
与し、その後の施設の建設と施設の運営、および維持・保全は民間企業者に委託する
DBM（Design-Build-Management）方式が使われる場合もある。DBM方式をより発展さ
せたのがDBFO方式であり、公共部門はPFIプロジェクトを遂行するために設立された特
別目的会社（SPV）と公共サービスの提供に関する契約を結び、資金調達、施設の設計、
建設、施設の完成後の運営および維持保全をすべて民間企業に委託し、その対価として公
共部門はSPVに対してサービス料を支払う。DBFO方式のメリットとしてつぎの点が指摘
されている［Boussabaine（2007）,pp.53-55］。
・民間企業の資金を活用するため公共部門で巨額の資金調達をする必要がなく、厳しい
財政事情の中でも確実に公共サービスの提供が可能となる。
・公共サービスの提供に民間企業が持つノウハウを活用することで納税者に対して効率
的かつ効果的な公共サービスの提供が可能となる。
・伝統的な契約形態では公共部門が負っていた様々なリスクを民間企業に移転すること
ができる。
・民間企業は公共部門が要求する公共サービスを提供するにあたり様々な方策をとるこ
とができて、民間企業の自由度が高いことからイノベーションが期待できる。
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専門分野の
コンサルタント
図表3 伝統的に行われてきた公共事業の契約形態
図表4 DBFO方式によるPFI
（出所）Boussabaine（2007）,p.55 
（出所）Boussabaine（2007）,p.52
３．Value For Money
前節で明らかにしたように、PFIを活用して公共事業を推進するか否かを判断するため
に最も重視されるべき指標がVFMである。本節ではVFMについてさらに検討したい。
（1）Value For Moneyという概念の変遷
VFMはPFIと密接な関係がある概念であるが、VFMはPFIの導入によって初めて産み
出された概念ではなく、それ以前から存在していた概念である。1980年代以降、イギリス
の建設産業では“Value Management”という考え方が急速に発展している。Value
managementとは、プロジェクトからもたらされる便益を明らかにし、評価するシステム
である。またValue managementにおける“Value”とはコストと、顧客がプロジェクト
完了時に求める品質を決定付ける変数との関係である。Value managementの考え方は
1980年代半ばには既にVFMの測定のために使われており、PFIの導入以前から存在してい
たことになる［Kelly et al.（2004）,p.1］。
杉浦（2006）によれば、VFMが意味する内容は1997年以前の保守党政権と1997年以降
の労働党政権とでは変化が生じているという。保守党政権におけるVFMは限られた財政
支出の範囲内で経済性と効率性の両面を追求した公共サービスの提供を目指すという性質
を帯びたものであり、上述したValue Managementの流れを汲むものであると考えられる。
しかし、労働党政権下ではVFMは図表５のような算定式を通じて貨幣価値で表示される
方式が確立されて、経済的側面が強調されるようになった。このことから、杉浦はPFI事
業の質的側面が抜け落ちていて、PFI事業を経済的側面という一面だけから判断しようと
する傾向が強まっていると指摘している［杉浦（2006）、131頁］。
（2）Value For Moneyの計算構造
VFMはホールライフ・コストと品質の最適な組合せを表すが、最終的には貨幣額で表
示される。図表５はVFMの計算構造を示したものである。VFMは従来型手法で公共事業
を行った場合の公共部門の財政負担（これをパブリックセクターコンパラター（Public
Sector Comparator:PSC）という）と、PFIを活用した場合の財政負担の差として算定さ
れる。VFMが正の値になる場合には、従来型の手法よりもPFIを活用した方が有利である
と判断される。
PSCは基本コストとリスクの定量化という２つの要素から構成される。前者は公共プロ
ジェクトの構想、設計、資金調達、建設、運営、維持・保全に至るまでの一切を公共部門
だけで行って公共事業を整備した場合のホールライフ・コストである。後者は公共事業の
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ライフサイクルで発生する様々なリスクのうち貨幣価値に換算することが可能なものをコ
スト化したものである。
一方で、PFIを採用した場合のホールライフ・コストとは、PFIプロジェクトの構想や
基本計画の策定、SPVの選定、SPVとの契約などに関わって公共部門が支出するコストと、
公共部門が民間企業に支払うサービス料（民間企業による公共サービス提供の対価）から
構成される。サービス料の算定にあたっては、民間企業が負担する資金調達、建設、運営、
修繕コストなどのための各種コスト、民間企業が受け取る利益、および民間企業のリス
ク・マネジメントのためのコストなどを考慮したうえで金額が決定される。
（3）VFMの事例―Southern Derbyshire Acute Hospitalの事例10―
PFIおよびVFMの事例として、南ダービーシャー緊急医療センター（Southern
Derbyshire Acute Hospital）の事例を取り上げる。イングランド中部のダービーシャー
（Derbyshire）州にあるダービー総合病院は全国公共医療サービス（National Health
Service:NHS）の管理下にある病院であり、1997年に新たに緊急医療センターを整備する
際にPFIが活用された。このPFI事業は1997年にスタートし、事業構想を練り上げて、入
札希望企業を募集し、最終的にPFI契約を結ぶまでに６年の歳月を要している（図表６参
照）。現在では南ダービーシャー緊急医療センターは完成し、患者を受け入れている。
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ライフサイクル•コスト
ライフサイクル•コスト
図表5 VFMの計算構造9
（出所）野田由美子（2003）『PFIの知識』日経文庫、146頁、一部修正。
このPFIプロジェクトでは“Derby Hospital Company PLC”という特別目的会社が組
織されてPFI契約を締結した。Derby Hospital Company PLCには図表７の企業が参加し
ている。PFI契約を締結するにあたり、事業年数を40年間とした場合と66年間とした場合
についてそれぞれVFMが計算された（図表８参照）。図表８から明らかなように、事業年
数が40年の場合でも66年の場合でもVFMは正の値となるが、最終的にこのPFIプロジェク
トでは事業年数を40年（施設の建設期間も含む）として行われることになった。なお、リ
スクについては建設段階で発生するリスクと施設の稼働開始後の収益確保に関するリスク
とに大別されて、それぞれのリスクをコスト換算している（図表９参照）。
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を行い、
図表6 PFIを活用した南ダービーシャー緊急医療センター整備プロジェクトの歩み
（出所）Derby hospital（2008）, Southern Derbyshire Acute Hospitals NHS Trust―Full business
case for reshaping health services―,p.§.
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図表7 Derby Hospital Company PLCを構成する企業
（出所）Derby hospital（2008）,p.¶.
４．LCCからWLCへの展開要因としてのPFI
（1）LCCとWLCの相違点
イギリスの建設産業では2000年前後からLCCに代わりWLCという用語が使われる傾向
が顕著になり、現在ではWLCが一般的な用語として用いられている。一方で、WLCとい
う用語は建設産業以外ではほとんど使われていない。WLCは完全に新しい考え方ではな
く、LCCと類似した部分も多いことから、WLCはLCCを建設プロジェクト向けにカスタ
マイズしたものと位置づけるのが適当であると考えられる［Ellingham and Fawcett
（2006）,p.20,Bourke and Davies（1999）,p.1521］。
しかし、イギリス規格協会が策定し、後に国際標準化機構が2008年に発行した国際規格
BS ISO15686-5によれば、LCCとWLCには相違点があるという11。相違点の一つは、「ライ
フサイクル」が意味するタイムスパンの違いにある。図表10においてLCCは設計段階から
ライフサイクルが始まると考えてコスト計算を開始するのに対して、WLCではプロジェ
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図表8 南ダービーシャー緊急医療センター整備プロジェクトのVFM
（出所）Derby hospital（2008）,p.9-3.
図表9 リスクのコスト換算の内訳
（出所）Derby hospital（2008）,p.9-5.
クト段階、すなわち具体的な建造物の設計に入る前の事業構想段階からライフサイクルが
始まると考えてコスト計算を始める。WLCでは巨大な建設プロジェクトを対象としてい
ることが多いため、設計以前の段階も重要となるからである。もう一つの相違点は、コス
ト計算の対象となる範囲の違いである。ライフサイクル･コストとホールライフ・コスト
は設計・建設・維持・保全・廃棄のコストを計算する点においては共通であるが、ホール
ライフ・コストはライフサイクル･コストよりも広い範囲のコストを含む概念である。具
体的には、ライフサイクル･コストに加えて、プロジェクトが実際に動き出す前の段階で
発生するコスト（例えば、事業構想、需要予測、土地の取得、環境アセスメント、資金調
達など）、第三者の不利益を補償するコスト（補償金の支払い）、建造物を所有することに
よって得られる副次的な収入などがコスト計算に含まれる［British Standards
Institution（2008）,pp.6-8］。
（2）PFIとWLCの密接な関係
第２節および第３節で明らかにしたように、PFIを推進するためにはVFMが正の値をと
ることが不可欠であり、一方でVFMの計算を行うためにはWLCが不可欠となる。VFM
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図表10 LCCとWLCのタイムスパンの違い
（出所）British Standards Institution（2008）, BS ISO15686-5 Building & constructed assets―
service planning―Part5: Life cycle costing, London, British Standards Institution, p.9.
がホールライフ・コストと品質の最適な組合せであると定義されていること、および「ホ
ールライフ・コスティングはPFIを活用している建設プロジェクトに不可欠な情報を提供
する」［Boussabaine and Kirkham（2004）,p.xi］という指摘からも明らかなようにPFIと
WLCは密接な関係にあるといえる。
PFIとWLCが密接な関係にあることは過去に行われた実態調査の結果にも現れている。
ここではBuilding Research Establishment（BRE）が1999年に行った実態調査と
SwaffieldとMaCdonaldが2006年に行った実態調査の中からPFIとWLCに関連した質問と
その回答状況について取り上げたい。
①BREの調査（1999年）12
建設工事の契約方式とWLCの利用状況に関する質問の回答が図表11である。質問に回
答したほとんどの建設会社は、PFI方式を採用する建設工事ではWLCを利用しており、こ
の結果からWLCとPFIの強い結びつきが明らかである。
図表11とは反対に、WLCをどのような目的に対して活用しているかについて質問した
回答結果が図表12である。エネルギーコストおよびランニングコストを計算する目的で
WLCを使うという回答に続き、PFI（PPP）方式の契約を結ぶためにWLCを使うという
回答が２位となっており、図表11と同じくWLCとPFIの結びつきの強さが示されている。
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図表11 BREによる調査（その1）
質問：どのような形態の契約方法に対してどの程度の頻度でWLCを適用しているか（Q2.4）
（出所）Clift, M. and K.Bourke（1999）, Study on whole life costing, London, BRE publication, p.21.
②Swaffield and McDonaldによる実態調査（2006年）15
この調査はPFIプロジェクトで実際にコストの見積りなどを経験したことがある37人の
積算士（quantity surveyor）に対して調査が行われ、そのうちPFIとLCC16の関係につい
て質問した項目を抽出したものである。とりわけ、DとEの質問から、PFIの中でLCCは
重要な位置を占めていることが明らかになる。
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図表12 BREによる調査（その2）
質問：WLCをどのような目的で実践しているか、あるいはどのような目的で必要だと思うか（Q3.4）
（出所）Clift and Bourke（1999）, p.22.
図表13 Swaffield and McDonaldによる実態調査結果（一部抜粋）17
（出所）Swaffield,L. and A.McDonald（2008）,“The contractor’s use of life cycle costing on 
PFI projects,”Engineering Construction and Architectural Management, Vol.15, No.2,
p.137,139,140をもとにして作成
（3）PFIにおけるWLCの必要性
図表２から明らかなようにイギリスにおいてPFIが本格的に活用され始めたのは1997年
からの労働党政権下のことである。一方で、イギリスの建設産業においてLCCに代わり
WLCが台頭し始めたのも2000年前後である。PFIの普及とLCCからWLCへの展開は時期
的に重なりがある。
また、「PFIの開始はWLCのフレームワークに賛同することの必要性を強調した」［Clift
and Bourke（1999）,p.7］という指摘にあるように、PFIはWLCの登場と何らかの関係が
あると考えられる。PFIによる建設プロジェクトでは比較的大規模なものが多いことから、
実際に設計図が描かれる前に事業構想、入札による民間企業の絞り込み、PFI契約の締結、
SPVの結成など様々なプロセスが必要とされる。したがって、図表10の“プロジェクトの
構想段階”に要する期間と支出は膨大なものとなる。南ダービーシャー緊急医療センター
の事例で事業構想から実際にPFI契約が結ばれるまでに６年の歳月を要していることは好
例であろう。このような背景から、PFIにおいてはLCCだけでは不十分であり、より長い
タイムスパンとより広い範囲からコスト計算を行うWLCが必要とされたと考えられる。
上述の理由に加えて、前項で明らかにしたようにPFIとWLCの間に強い結びつきが存在
することを鑑みると、PFIはLCCがWLCへと発展する際の要因の一つとして指摘すること
も可能ではないかと思われる。
５．むすび
本稿ではまずPFIの歴史的な背景に触れながらPFIの特徴について明らかにし、ついで
PFIの実施に強く関連するVFMの計算方法について南ダービーシャー緊急医療センターの
事例も交えながら検討した。最後に、PFIはVFMの計算を通じてWLCと強い結びつきが
あることを先行研究から明らかにし、イギリスの建設産業において西暦2000年前後にみら
れるLCCからWLCへの展開において、PFIはその展開要因の一つとなりうることについて
考察した。
イギリスでPFIが本格的に普及し始めるのが1997年以降であり、一方で建設産業におい
てLCCに代わりWLCという用語が使われ始めるのも2000年前後であり、時期的には重な
る部分が多い。しかし、これは単なる偶然ではなく、LCCからWLCへの展開においてPFI
が展開要因の一つを形成していたことによる結果であると考えられる。PFIはVFMの計算
なくして実践することができず、VFMの計算にはWLCが必要とされることから、PFIと
WLCはVFMを介して非常に密接な関係にある。さらに、PFIは公共事業プロジェクトの
効率的かつ効果的な遂行を目的に考え出された手法であるが、LCCはWLCと比較した場
合には、必ずしもプロジェクトということを強く意識した原価計算手法ではない。したが
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って、PFIではLCCよりもWLCを必要としているのであり、ここにPFIがLCCからWLCへ
の展開要因の一つを形成していると指摘できるのではないかと考えられる。
イギリスのLCCの歴史的展開を考察するにあたり、2000年前後にみられるLCCから
WLCへの展開は非常に重要なトピックである。PFIがLCCからWLCへの展開に果たした
役割をより深く追究すること、さらにPFI以外の展開要因についても明らかにすることは
イギリスのLCCの歴史的展開を解明するうえで不可欠である。また、PFIのケーススタデ
ィの検討を通じてVFMの計算にWLCがどのように関与しているかをより詳細に分析する
ことも必要である。これらは今後の研究課題としたい。
１ この点に関する詳細な議論は紙幅の都合から割愛させていただく。中島（2009a）において詳述
しているので参照されたい。
２ 2008年に発行された国際標準化機構の基準“BS ISO15686-5”によればLCCとWLCの相違点はラ
イフサイクルに含まれるタイムスパンの違いと計算対象となるコストの範囲の違いであるという。
LCCでは開発・設計、製造、運用・保全、廃棄の各フェーズからライフサイクルが構成されて、そ
れぞれのフェーズのコストが計算対象となる。一方で、WLCでは大規模な建設プロジェクトを想定
し、上述のLCCの各フェーズに加えて開発・設計段階よりも前の段階、すなわち建設プロジェクト
の実現可能性の検討、プロジェクトのアウトラインの作成、資金調達、土地の取得などの活動に関
連するコストもコスト計算の対象とする。また、LCCでは建物本体に関連して発生するコストのみ
がコスト計算の対象となるが、WLCでは建設プロジェクトに関連して発生するすべてのコストを計
算対象とすることから、LCCよりも広い範囲のコストが計算対象となる。したがって、WLCによっ
て計算されるコストは「ホールライフ・コスト」と呼ばれる。
WLCは基本的な思考や計算方法などはLCCと共通する部分が多いことから、LCCとWLCは全く
別物ではなく、LCCを建設プロジェクトに合致するようにカスタマイズしたものがWLCであると考
えられる。
３ わが国のPFIに関する研究の中で管理会計あるいは原価計算の関連性について研究した先行研究
は少ない。代表的な研究として溝口（2009）、山口（2006）が挙げられる。
４ かつては“HM Treasury”を財務省ではなく大蔵省と訳されることが多かったが、現在では財
務省と訳す場合が増えてきていることから、本稿では財務省で用語を統一する。
５ 野田（2003）によれば、PPPとは労働党政権が保守党政権との差別化を図るために1997年以降の
労働党政権下で使い始めた新しい呼称であるという［野田（2003）、21頁］。イギリス財務省では
PFIとPPPの違いについてつぎのように述べている。「Public private partnership （PPP）は公共
部門と民間企業の共同作業という特徴を有している。最も広義に解すれば、PPPは政策の実現、公
共サービスの提供、インフラ整備を行うために公共部門と民間企業が共同で行うあらゆる活動が含
まれる。公共サービスを提供する目的で公共部門が投資を行う場合に、最も一般的なPPPの形態が
PFIである。」［イギリス財務省ホームページ］。
６ 財務省はValue for Money（VfM）という表記を用いているが、多くの文献ではValue For
Money（VFM）という表記を用いているため、本稿ではVFMという表記で統一することにする。
７ ライフサイクル･コストとホールライフ・コストは類似している概念だが、コスト計算の範囲が
異なる。詳細は第４節および脚注２を参照されたい。
８ 文献によっては“Special Purpose Company（SPC）”と表記されている場合もある。
９ 野田（2003）は日本の文献であるため、「ホールライフ・コスト」ではなく「ライフサイクル・
コスト」という用語を使用しているが、図表５に含まれるコストの中身は「ホールライフ・コスト」
67
LCCからWLCへの展開要因としてのPFI
に相当するものである。
10 この事例はダービー総合病院のホームページ上でPDFファイルによって提供されている。この事
例では膨大な資料が公開されていることに加えて、かつ紙面の制約があるため、本稿ではPFI事業
全体の流れとVFMに絞って紹介するにとどめる。詳細は下記のURLを参照されたい。
http://www.derbyhospitals.nhs.uk/full-business-case.html
11 LCCとWLCの類似点と相違点については中島（2009b）において詳述しているので参照されたい。
12 この調査はBREが1998年に建設業界の関係者900人以上に対して郵便質問票および電話調査によ
ってWLCに関する実態調査を行い、87人から回答を得ている。なお、図表11および12では複数回答
が行われていたり、該当しない等の理由により無回答の場合も場合もあるので、回答数の合計が87
にはならない。
13 具体的には本稿の図表３のような契約方法を指す。
14 イギリスの宝くじの名称である。National Lotteryで得られた収益金の一部は公共施設の整備な
どに充てられている。
15 この調査はPFIプロジェクトの契約経験がある組織で働く37人の積算士から回答を得ている。37
人のうち積算士としての経験５年以上は22人、20年以上が８人、２年以下は７人となっている。な
お、調査にあたりいつどのような方法で実施されたか、またアンケートの回収率はSwaffield and
McDonald（2006）では特に明記されていないため不明である。
16 Swaffield and McDonald（2006）ではWLCではなくLCCが用語として用いられているので、本
稿でもそれに従う。なお、L.SwaffieldはPasquire,C. and L.Swaffield（2002）において“Life-
cycle/Whole-life costing”という記述を行っており、両者は類似したものであると位置づけている。
17 Swaffield and McDonald（2006）では、“strongly agree”と“agree”の合計をまとめて“posi-
tive response”、“strongly disagree”と“disagree”の合計をまとめて“negative response”と表
記していることから、本稿でもそれに従う。なお、Aの質問は質問Ⅰ-１から、Bの質問はⅡ-１から、
Cの質問Ⅱ-２から、Dは質問Ⅲ-２から、Eは質問Ⅲ-６から、それぞれ抜粋して図表13を作成してい
る。
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